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平成１０年３月試算に関する当庁の分析について 

平成１６年８月 
資源エネルギー庁 

○ 実施者 
(財)原子力環境整備センター 

○ 試算の対象 

直接処分した場合と再処理した場合との廃棄物処分の費用について試算

し比較。 

したがって、核燃料サイクル全体のコストを試算したものではなく、処

分までの貯蔵や輸送コスト、再処理工程コスト等は含まれていない。 

○ 試算の結果(結晶質岩の場合) 

再処理※ 割引率 直接処分 

単独処分 一括処分 

０％ ４．２兆円 

(０．２７円／ｋＷｈ) 

３．４兆円 

(０．２２円／ｋＷｈ) 

３．４兆円 

(０．２２円／ｋＷｈ) 

３％ ０．９４兆円 

(０．１０円／ｋＷｈ) 

０．８９兆円 

(０．０９円／ｋＷｈ) 

０．８５兆円 

(０．０９円／ｋＷｈ) 

５％ ０．４４兆円 

(０．０６円／ｋＷｈ) 

０．４６兆円 

(０．０６円／ｋＷｈ) 

０．４３兆円 

(０．０６円／ｋＷｈ) 

※ 再処理する場合の廃棄物であるガラス固化体とそれ以外廃棄物を、別々の処分場に処分すること

を「単独処分」、同じ処分場に処分することを「一括処分」という。 

○ 本試算に関して留意すべき点 

・ 核燃料サイクル全体ではなく、そのごく一部である廃棄物の処分費用

のみを試算したものであること。 

・ 直接処分の場合の試算については、我が国においては直接処分に関す

る知見が不足していたため、スウェーデンで考えられていた処分方法

を参考に検討。一方、再処理の場合の試算については、その当時我が

国で考えられていた処分方法に基づき検討。 

・ この結果、最終的には坑道内の床面に掘られた縦穴に立てて置かれる

ことになる廃棄体の長さが、直接処分の場合（４．８ｍ）の方が再処

理の場合（２．０ｍ）よりも長いにもかかわらず、坑道の天井高は、

直接処分の場合（４．０ｍ）の方が再処理の場合（５．０ｍ）よりも

低くなっている。 

・ 直接処分について、安全性を含めて我が国に適用可能かどうかの検討

を実施していない。 


